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経費回収率の向上に向けたロードマップ 
 

 国⼟交通省から発出された「下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進
について」（令和２年７月２１日付け国水下企第３４号）に基づき、経費回収率の向上
に向けたロードマップ（概ね１０年程度での段階的な使⽤料適正化や経営改善等の具体
的取組、実施予定時期及び業績目標）を次の通り示します。 
 
◇計画期間︓ 現 経営戦略 令和 元 （2019）年度〜令和 10（2028）年度 

次期経営戦略 令和１１（2029）年度〜令和 20（2038）年度 
 
１）目標とする経営指標 

経営指標 目標の方向性 現状値[令和５年度] 目標値 
経費回収率 増加（↑） 83.25％ 毎年度 80％以上 
経常収支⽐率 維持（→） 109.43％ 毎年度 100％以上 
使⽤料単価(円/㎥) 維持（→） 187.37 現状維持 

  

２）支出削減のための具体的取組 

ⅰ）下水管整備手法の検討（コストキャップ） 
新規整備に対する国からの交付⾦が、令和９年度以降廃止及び縮減される可能性

が高く、引き続き新規整備を⾏うには投資費⽤の⼤部分を⾃⼰資⾦で賄うこととな
るため、経営状況の悪化が懸念されます。そのため、整備費⽤や維持管理費が高額
な推進工法・圧送工法については基本的に実施しない方針とし、令和９年度以降の
新規整備については財政状況を鑑み抑制を図ります。 

また、⼈⼝減少等の社会情勢の変化を踏まえ、公共下水道（集中処理）と合併浄
処理浄化槽（個別処理）の特性や経済性を勘案し、最適な整備手法を検討します。 

 
ⅱ）⻑寿命化の推進（ストックマネジメント計画の推進） 

既存の下水道管路及び施設を最適に管理し、点検・調査及び維持管理を効率的に
計画することで⻑寿命化を図り、コスト削減とサービスの安定供給を推進します。 

 
ⅲ）ウォーターＰＰＰの導⼊（維持管理費の削減） 

現在、本市は効率的な維持管理を実施するために、管路維持管理包括と施設維持
管理包括を実施しています。 国からは、施設と管路を含めた管理・更新⼀体マネ
ジメント方式の官⺠連携方式であるウォーターPPP の導⼊が、補助⾦の要件化とし
て示されています。  

このようなことから、令和 6 年度にウォーターPPP の導⼊可能性調査を実施して
います。 

この調査結果を基に、効率性や経済性を考慮し、本市に最適なスキームとなるよ
う検討していきます。 
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３）今後の財政シミュレーショングラフ 

 
【財政シミュレーショングラフより】 
➢ロードマップに示す計画期間（令和６年度〜令和２０年度）について、汚水処理費

は物価高騰による動⼒費や維持修繕費が増加し、下水道使⽤料は⼈⼝減少や節水機
器の普及等により減収傾向にあるものの、支出削減の取組を実施することにより目
標を達成できる⾒込みとなります。 

➢経費回収率は、令和 18 年度頃から過去に投資した整備費⽤の減価償却費が特に減
少し向上することから、目標値を達成できる⾒込みとなります。 

➢経常収支⽐率は、国の基準に基づき汚水処理費の不⾜分を⼀般会計から繰⼊（税
⾦）していることから、目標値を達成できる⾒込となります。 
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４）今後の経営状況について 

今後の下水道事業の経営状況は、支出削減の取組を実施することにより、現経営戦
略の計画期間である令和１０年度までは、経費回収率・経常収支⽐率・使⽤料単価に
ついて目標値を達成可能な⾒込みであり、平成３０年度に下水道使⽤料の改定を実施
しており、当⾯現在の下水道使⽤料により安定的に経営できる状況となります。 

また、次期経営戦略期間である令和１１年度〜令和２０年度までの財政シミュレー
ショングラフにおいても、目標値を達成できる⾒込みとなり、引き続き安定的な経営
が⾒込める状況となります。 

 
なお、現段階での財政シミュレーションであることから、毎年度モニタリングを実

施した上で、経営戦略のローリング（10 カ年を前期（３年）、中期（３年）、後期
（４年））時に、経営指標などによる評価を⾏い、下水道使⽤料改定の必要性につい
て検証していきます。 


